
運営協議会において合意を必要とする事項 

合意を必要とする事項 新規登録 更新登録 

（１）ＮＰＯ等による自家用有償旅客運送の必要性 

 （新規登録の場合） 
当該地域の輸送状況等から、道路運送法第７９条の

４第１項第５号の規定に基づき、ＮＰＯ等による自家

用有償旅客運送が必要であること 。 
（更新登録の場合） 

  法第７９条の６第１項に規定する有効期間の更新の

登録を行う場合には、引き続き、当該地域においてＮ

ＰＯ等による自家用有償旅客運送が必要であること。  

○ ○ 

（２）運送の区域（規則第５１条の４） ○ 
変更の場合

のみ ○ 

（３）旅客から収受する対価（規則第５１条の１５） ○ 
変更の場合

のみ ○ 

（４）運送しようとする旅客の範囲（規則第４９条） ○ 
追加の場合

のみ ○ 

○道路運送法  

(登録の拒否 ) 

第七十九条の四  国土交通大臣は、第七十九条の二の規定による登録の申請が次の各号のい

ずれかに該当する場合には、その登録を拒否しなければならない。  

五  申請に係る自家用有償旅客運送に関し、国土交通省令で定めるところにより、地方公共

団体、一般旅客自動車運送事業者又はその組織する団体、住民その他の国土交通省令で定

める関係者が、一般旅客自動車運送事業者によることが困難であり、かつ、地域住民の生

活に必要な旅客輸送を確保するため必要

 

であることについて合意していないとき。  

○道路運送法施行規則  

(運送の区域 ) 

第五十一条の四  法第七十九条の二第一項第三号の運送の区域は、地域公共交通会議、協議

会又は第五十一条の七に規定する運営協議会を主宰する市町村長又は都道府県知事の管轄

する区域のうち、当該地域公共交通会議、協議会又は

(旅客から収受する対価の基準 ) 

運営協議会において協議により定め

られた市町村を単位とする区域とする。  

第五十一条の十五  法第七十九条の八第二項の旅客から収受する対価の基準は、次のとおり

とする。  

一  旅客の運送に要する燃料費その他の費用を勘案して実費の範囲内であると認められるこ

と。  

二  合理的な方法により定められ、かつ、旅客にとつて明確であること。  

三  過疎地有償運送及び福祉有償運送に係る対価にあつては、当該地域における一般旅客自

動車運送事業に係る運賃及び料金を勘案して、当該自家用有償旅客運送が営利を目的とし

ているとは認められない妥当な範囲内であり、かつ、運営協議会において協議が調つてい

ること。  

参考資料１（自家用有償運送） 
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